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(出所)経済産業省 ･厚生労働省 ･文部科学省編 『ものづくり自書』[2004年版]p.380より｡
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1993年度 338/652 1994年度 382/700 1995年度 422/718
1996年度 432/722 1997年度 445/743 1998年度 455/749
1999年度 472/786 2000年度 469/791 2001年度 501/792
2002年度 508/812 2003年度 571/932
(資料)国際協力銀行 ｢我が国製造業企業の海外事業展開に関する調査報告-2003年度 海外直接投質
アンケート結果 (第15回)｣(2003年)
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(備考)製造業全体 (n-355)は国外生産 ｢変わらない｣｢減少｣および無回答を含む｡
(質料)社団法人日本能率協会 ｢当面する企業経営課題に関する調査｣(2003年)












































































材 質 重量 (トン) 垂 (%) 備 考
ね ず み 鋳 鉄 1,441,358 61.6.
球 状 監 鉛 鋲 鉄 773,599 60.7＼
可 鍛 鋳 鉄 .10,463 lL2.9 管継手 ;72.7%1)
鋳 鋼 品 ㌣502 3.2 船舶用 ;21.3%1)
鍋 .銅合傘 (輸送機用) 16,643 19.2 バルブ .コック ;36.1%1)
アルミこ_ウム合金鋳物 Y376,976 92.8
アル ミニウムダイカス ト -647,804 75.9
取 .鉛 ダ イ カ スニト 19,122 55.5
【注】1)用途率一位
(2)鍛工品生産実績推移
年別平成12年 前年比 平成13年 前年比 平成14年 前年比
区 分 (2000) (%) (2001) (%) (2002) (%).
重量(t) 総 合 .計 2,008,744 107.4 r 1,912,887 95.2 1,945,938 101.7
自 ~動 車 1,313,449 105.6 r 1,278,716 97.4 1,343,675 _105.1
産業機械 .土木建設機械 465,975 113.5 r 414,172 88.9 363,131 87.7
そ の 他 229,320 106.2 r 219,999 95.9 239,132 108.7
秩系 熟 壁 .鍛 造 1,571,063 106.4 r 1,482,352 94.4 1,513,322 102.1
~自 由 鍛 造 120,369 98.9 r 119,684~ 99.4. 100,185 83.7
間 リングロール 177,663 113.9 r 170,652 96.1 186,027 109.0
計 1,869,095 106.5 r 1,772,688 94.8 1,799,534 101.5
冷 間 111,799 123.9 r 111,078 99.4 113,920 102.6
合 計 1,980,894 107.4 r 1,883,766 95.1 1,913,454 101.6
アノレヽ系 熱 闘 17,648 109.0 r 20,457 115.9 22,230 -108.7
冷 間 10,202 109.7 r 8,664 84.9 10,254 118.4
合 計 2850 2 9121 046 3484 115
熱 間 鍛 造 合 計 1,886,743 106.5 r~1,793,145 95.0 1,821,765 101.6
-冷 間 鍛 造 合 計 122,001 122.6 r 119,742 98.1 124,174 103.7
金額(百万円) 鉄 系 460,129 105.8 r 430,370 93.5 400,335 93.0
ア ル 系 31,314 111.3 r 31,945 102.0 30,652 95.9


















































営 業 設 計 データ 機 械 測 定 仕上げ
設計図 3NC FC NC機 金型部品 成型班
工程設定 2NC 鋼材 高速機 製品 型抜班






















































































































② ｢2007年問題｣と ｢ものづくり力｣の 危`機"
問題を一層深刻にしているのは､高齢者の中でも団塊の世代が2007年以降一斉に退職時JUJを迎えると







係が最も高く (75%)､次いで一般機械器具 (73%)､輸送用機械器具 (71%)､化学 (70%)､精密機械
器具 (68%)の順となっている (図表Ⅲ-1-N0.9-[2]参照)0
､｣)
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(資料)厚生労働省 ｢ものづくりにおける技能の承継と求められる能力に関する調査｣(2004年)
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生産技術者0 20 40 60 80 100(%)
(資料)厚生労働省 ｢ものづくりにおける技能の承継と求められる能力に関する調査｣(2004年)































(出所)経済産業省 ･厚生労働省 ･文部科学省編 『ものづくり自書』[2004年版]p.352より｡
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0 20 40 60 80 100(%)
(資料)厚生労働省 ｢ものづくりにおける技能の承継と求められる能力に関する調査｣(2004年)
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(資料)厚生労働省 ｢ものづくりにおける技能の承継と求められる能力に関する調査｣(2004年)






































































(*1) 第Ⅲ部 第 1章 第 1節 (2)は､新潟経営大学 ･共同研究プロジェクト『アジア企業進出を巡る
問題点と課題一新潟県中越集積企業の ｢ボーダレス経営｣研究-』 [2003年11月]の拙稿
(p.59-63)による｡

































































































































































































機関名 甲U度名 企業の発展段階に応じた人材育成方針 準備 補助金
①社内の ②現地に (卦現地従 ④現地管
-国際化適 派遣する 業員め技1理者の養 期間 の有無
用力の醸埠 技緬指導者の育成 術レベル等の向上 成_ (注1)
㈲国際研修協力機棉 (JⅠTCO) 支援 .物言事業 -~○ ■○ - 無
㈱海外職業訓練協会 (0VTA) 国際人材育成セミナー ○ ○ - (注2)
海外派遣援助制度 ○ 3か月 育
シルバー コンサルタント事業 ○ 4週間 育
受入研修 ○ 1か月 無
㈱海外貿易開発協会 (JODC) 民間専門家派遣者.莱 ○ 3か月 有 -















































































その中で､大阪商工会議所 (以下 ｢大商｣と呼ぶ)は､(Jl)大阪 ･関西地域は日中経済関係において中
国とはとくに緊密な関係l.こあり (荏ll)､大商としてはこうした関係をさらに発展させていきたい､(ロ)
そのためには､大南会員企業の中国 ･上海進出のみならず､中国 ･上海企業の関西 ･大阪地域への誘致
をも促進したい (注12)､再その際進出企業は､大阪府 ･市が用意した様々な優遇措置の対象となりう
る (注13)､(⇒また進出企業は､大阪進出に関心を持つ外国企業へのワンストップサービスのために､




























































































(*1) 第Ⅲ部 第2章 第1節は､新潟経営大学学内共同研究 (平成16年度)
人材養成⊥留学生教育に対する新たな視点-』[2005年3月]の拙稿
ものである｡




















































97件 (構成比34.6%)と圧倒的に多く､次いで､卸 ･小売業68件 (同24.3%)､サービス業55



































■国 ･大字自動車への10%出資 (5,960万 ドル)､上海海欣ふくフン公司による米国の生地工場2







収 (980万 ドル)であるとされている｡(大阪商工会議所 ･国際ビジネス委員会 『上海経済使節
団報告書』[2004年1月8日～12日]p.20より｡)




ること-などに因るとされる (大阪商工会議所 ･国際ビジネス委員会 『上海経済使節団報告書』
[2004年1月8日～12日]p.20参照)｡




































































れる [成田秀雄 ｢越後ものづくりネットワークについて｣ (新潟経営大学 ･地域活性化研究所
_『地域活性化ジャーナル』No.ll)p.5より]｡)それに対して､後者の ｢磨き屋シンジケート｣
は､燕商工会義所の支援の下で燕地域を中心とする研磨業者が主体となり2005年1月8日に立
ち上げたものである｡ その名前が端的に示しているように､それは研磨 ･表面処理など金属加
工上のコア技術を武器にしてやはり共同受注を狙って設立されたものである｡(なお､｢磨き屋
シンジケート｣の方は､設立から1年後で､引き合いが150件､うち成約50件､売り上げ2,000
万円に達しているとされている [関東経済産業局報告](URD p.1/2より｡)
-両者とも地域レベルでの共同受注を狙って立ち上げられており､同時に地域の金属加工業企
業のファブレス化を意図しており､その点では､共通している｡だが両者の間には重要な相違
点が存在しているということも見落とせない｡まず､受注方法において違いがある｡｢越後も
のづくりネットワーク｣は製品レベルでの共同受注方式であるのに対して､｢磨き屋シンジケー
ト｣-は技術レベルでの共同受注方式を採っている｡従って､次にネットワーク構成企業の面で
も相違がある｡前者が三条工業会を基盤にしている以上三条市の企業のみによって構成されて
いるのに対して､後者は技術連関によ,'-て構成企業を選択しており､従って対象地域について
は弾力的である｡
だが､何れにせよ､こうしたローカル ･インターネット･ビジネスが中国 ･､ァジアビジネス
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と結びつくならば-尤も製品レベルと技術レベルとではその結びつき方は自ずから異なるでは
あろうが-､与れはやはり､北東 ･東アジア･インターネット･ビジネスへと発展する可能性
を伏在させていると観るべきであろう｡(なお､｢越後ものづくりネットワーク｣のURLは､
http://www.sanjo-kogyokai.orJ'p/であり､｢磨き屋シンジケー ト｣のURLはhttp://www.
･migaki.com/である｡)
(注25)日本経済新聞2002年12月7日参照｡
(注26)早稲田大学ビジネススクール ･イブニング/集中コース [URL]参照｡
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